
１　全国の労働災害発生状況

（１）労働災害発生状況の推移（昭和63年～令和6年）

（２）業種別労働災害発生状況（令和6年）
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死亡

死傷

死傷（休業４日以上） 死亡

第７次労働災害防止計画 第８次労働災害防止計画 第10次労働災害防止計画第９次労働災害防止計画

◆
普
賢
岳
大
噴
火
火
砕
流
発
生(

Ｈ
３
年)

◆
快
適
職
場
指
針
告
示(

Ｈ
４
年)

◆
普
賢
岳
噴
火
大
規
模

土
石
流
発
生(

Ｈ
５
年)

◆
交
通
労
働
災
害
防
止
の
た
め

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン(

Ｈ
６
年)

◆
阪
神
・淡
路
大
震
災(

Ｈ
７
年
１
月)

◆
地
下
鉄
サ
リ
ン
事
件

(

Ｈ
７
年
３
月)

◆
長
野
復
旧
工
事

土
石
流
事
故
発
生(

Ｈ
８
年)

◆
食
品
加
工
用
機
械
・

食
品
包
装
機
械
労
働

災
害
防
止
対
策
告
示

(

Ｈ
1
2
年
1
2
月)

◆
東
海
村
J
O
C
臨
海

事
故(

Ｈ
1
2
年)

◆
機
械
の
包
括
的
な
安
全

 
基
準
に
関
す
る
指
針

 

(

Ｈ
1
8
年)

◆
職
場
に
お
け
る
受
動

喫
煙
対
策
の
た
め
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
制
定

（
平
成
1
5
年
５
月
）

◆
石
綿
障
害
予
防
規
則
制
定

 

(

Ｈ
1
7
年
２
月)

※本表の死傷病数について、第８次労働災害防止計画期間までは、労災保険給付データ、第９次労働災害防止計画期間以降は、労働者死傷病報告受理数による統計である。

※昭和64年発生の労働災害は平成元年として表記している。



（３）事故の型別労働災害発生状況（令和6年）
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 死亡 

死傷

死傷（休業４日以上） 死亡

第11次労働災害防止計画 第12次労働災害防止計画 第14次労働災害防止計画第13次労働災害防止計画

◆
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

 
感
染
症
の
拡
大

◆
働
き
方
改
革
に
伴
う

 
労
働
安
全
衛
生
法
の
改
正

◆
熊
本
地
震
発
生

（
Ｈ
2
8
年
５
月
）

◆
東
日
本
大
震
災
発
生

（
Ｈ
２
３
年
３
月
）

◆
交
通
労
働
災
害
防
止
対
策

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
改
正

（
Ｈ
２
０
年
４
月
）

◆
受
動
喫
煙
防
止
対
策
告
示

（
Ｈ
２
２
年
２
月
）

◆
労
働
安
全
衛
生
法
改
正

（
Ｈ
２
６
年
６
月
）

◆
能
登
半
島
地
震

（
Ｒ
６
年
１
月
）

◆
化
学
物
質
リ
ス
ク

ア
セ
ス
メ
ン
ト
義
務
化

（
Ｈ
２
８
年
６
月
）

※本統計処理上、各年データ確定(締切)後の入力分は含みません。



  　      徳島県の労働災害発生状況

 

（１）労働災害発生状況の推移（平成５年～令和６年）
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徳島県における労働災害の推移
 第8次労働災害防止計画～第14次労働災害防止計画
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④事故の型別／起因物別【平成26年から令和6年】（令和６年12月末）【確定値】
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(2) 徳島県の死亡労働災害発生状況（平成26年～令和６年）

（※ 各表の単位：「人」）

①業種別（死亡者数）
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業種 性別

時間 事業場規模 年齢

４月 その他の建設業 男

11時台 10～19人 ６０歳代

４月 その他の建設業 男

11時台 1～９人 ４０歳代

４月 その他の林業 男

10時台 20～29人 ５０歳代

6月 その他の事業 男

12時台 10～19人 ６０歳代

7月 警備業 男

23時台 30～49人 ４０歳代

10月 化学工業 男

8時台 30～49人 ５０歳代

10月 その他の事業 男

8時台 1～９人 ４０歳代

10月 警備業 男

8時台 50～99人 ５０歳代

12月 警備業 男

21時台 50～99人 ５０歳代

 

⑧
交通事故 トラック 警備員

警備現場へトラックで向かう途中、擁壁に衝突した。

⑤
墜落・転落 作業床、歩み板 警備員

工事現場で交通誘導中、崖から転落した。

（３）徳 島 県 内 の 死 亡 労 働 災 害 一 覧  （令和６年）　      

②
墜落・転落 屋根 作業員

屋根上で作業中、墜落した。

土砂積み込み準備中、後進してきたトラックにはさまれた。

①

№

トラック
はさまれ・巻き込

まれ
作業員

事故の型 起因物 職種等

③
激突され 伐木等機械 作業員

斜面に伐倒された原木を伐木等機械で集材作業中、原木が激突した。

④
墜落・転落

その他の仮設物、
建築物、構築物等

作業員

石垣上の法面で除草作業の準備中に墜落した。

⑦
交通事故 乗用車 その他の職種

山道を乗用車で走行中、乗用車が転落した。

⑥
爆発 引火性の物 作業員

ノズル付きホースで洗浄液を噴射してタンク内部を洗浄中、爆発炎上した。

⑨
交通事故 乗用車 警備員

警備中、侵入してきた乗用車に衝突された。



平成
30年

令和
元年

令和
２年

令和
３年

令和
４年

令和
５年

令和
６年

令和
７年

令和
８年

令和
９年

前年
同期

令和
６年

対前年
同期比

食 料 品 製 造 業 54 53 61 66 66 43 46 43 46 7.0%

木 材 木 製 品 製 造 業 16 24 13 16 19 25 26 25 26 4.0%

家 具 装 備 品 製 造 業 19 7 14 9 9 13 11 13 11 -15.4%

紙 、 印 刷 製 本 製 造 業 5 12 12 9 13 9 9 9 9 0.0%

化 学 工 業 18 25 12 25 21 26 21 26 21 -19.2%

窯 業 土 石 製 品 製 造 業 10 11 5 11 8 12 5 12 5 -58.3%

金 属 製 品 製 造 業 22 19 14 15 23 12 21 12 21 75.0%

一 般 機 械 器 具 製 造 業 10 9 7 7 8 8 12 8 12 50.0%

輸 送 用 機 械 製 造 業 12 10 6 8 7 8 5 8 5 -37.5%

上 記 以 外 の 製 造 業 25 15 26 31 25 24 25 24 25 4.2%

計 191 185 170 197 199 180 181 180 181 0.6%

土 木 工 事 業 36 50 63 49 43 38 41 38 41 7.9%

建 築 工 事 業 60 81 64 54 71 55 41 55 41 -25.5%

そ の 他 の 建 設 業 29 16 30 29 21 32 28 32 28 -12.5%

計 125 147 157 132 135 125 110 125 110 -12.0%

道 路 貨 物 運 送 業 88 75 76 95 85 74 58 74 58 -21.6%

そ の 他 の 運 輸 交 通 業 10 8 7 6 9 7 3 7 3 -57.1%

計 98 83 83 101 94 81 61 81 61 -24.7%

31 8 18 19 29 22 22 22 22 0.0%

小 売 業 78 78 96 88 108 77 85 77 85 10.4%

医 療 保 健 業 43 33 47 57 50 36 43 36 43 19.4%

社 会 福 祉 施 設 64 63 88 70 75 72 72 72 72 0.0%

飲 食 店 22 22 25 32 34 33 24 33 24 -27.3%

清 掃 ・ と 畜 業 39 46 42 41 41 30 45 30 45 50.0%

通 信 業 17 23 19 21 16 14 23 14 23 64.3%

上 記 以 外 の 第 三 次 産 業 82 78 98 108 105 95 114 95 114 20.0%

計 345 343 415 417 429 357 406 357 406 13.7%

32 28 27 31 28 31 43 31 43 38.7%

822 794 870 897 914 796 823 796 823 3.4%

( )は新型コロナ感染症の件数 (6） (120) (1125)(364) (149) (364） (149)

（４）業種別死傷労働災害発生状況（休業４日以上）（コロナり患者を除く）

第13次防期間実績 第14次防推進計画
対前年同期比較

発 生 状 況 発生状況

令和６年確定値
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